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新型航空機の開発と航空産業について
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距離移動が可能になったものの，1970年代まで各国政府の規

制により割高な航空運賃が維持されていたため，なかなか一

般市民の利用は進まなかった．その後，1978年にジミー・カー

ター政権の下，米国で航空規制緩和が行われ，航空会社設立

や航空運賃設定に自由が認められるようになった．この規制

緩和の効果によって格安航空会社（Low Cost Carrier; LCC）

が勢力を伸ばすなどし，1994年には1979年当時より1マイル1

旅客当たり平均航空運賃が，それぞれ大都市に就航する便で

8.3%，中規模都市で10.9%，小規模都市で8.5%低下し3），航

空利用の一般化が進んできた（図─1）．この航空運賃低減の

実現には，規制緩和による競争促進やLCCなどの新事業モデ

ル開発の効果が大きいが，航空機技術の進化に伴う運航効率

向上及び費用低減がこれを裏で支えているものと考えられる．

近年，ボーイング787ドリームライナーを皮切りに主要な航空

機部材への軽量かつ十分な強度を有した炭素繊維複合材の

使用による軽量化や，翼端形状改良等の抗力軽減による空力

特性向上，抽気を廃止して電動化する等によるエンジンの改

良が行われ，燃料消費量をそれまでのワイドボディ機と比較し

1903年にライト兄弟が初の有人動力飛行を成功させて以

来，航空機技術は絶え間なく進歩し，航空は高速で離れた地

点間を結ぶ交通手段として著しい発展を遂げてきた．その結

果として，航空は交通・運輸における重要な産業として，世界

の各地を結び，今日の世界の発展に大きく貢献をしてきた．

この航空機技術の進化は，航空産業の在り方やビジネスモ

デルにも大きく影響を与えてきた．1952年に初の旅客用ジェッ

ト機デ・ハビランド コメットが商用運航を開始し，その速達性

とプロペラ機をはるかに超える航続距離が広く受け入れられ，

急速にその存在感を高め，1960年代には大西洋横断において

それまで主流であった船による航海から旅客輸送量において

首位の座を奪うまでに成長した1）．その後，音速を超えるスピー

ドで運航するコンコルドや500人を超える数の旅客を輸送でき

るジャンボジェットなどが登場し，利用者数は右肩上がりに増

加した．その後，機体や翼などの部位に従来の金属に代えて

炭素繊維複合材を使用したボーイングの787ドリームライナー

の開発等により，運航費用を低く抑えることができ，長距離路

線の運航が可能となり，2017年には輸送旅客数が約40億人を

数えるまでに成長した2）．

これまでも航空産業の発展は，新たな航空機の開発に密接

に関係してきており，今後もこれは不変であると考えられる．

現在，米国においては官民を挙げて，次世代の航空機の開発

が進められており，この進展に伴って航空産業も大きく変わっ

ていくものと予測される．本稿では，現在進められている新た

な航空機の開発状況のいくつかを紹介し，規制や制度面での

課題や今後の航空産業の進む方向性について以下に考察

する．

1――運航効率の向上と航続距離の延長

1.1  ワイドボディ機

20世紀中盤から民間航空機のジェット化により，迅速な長

■図—1　 空港規模別航空券価格の変化（米国会計検査院『航空規
制緩和〜小規模・中規模・大規模都市における航空運賃及
びサービス，安全性の変化』3））
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て20%低減し4），運航効率の向上が図られ，運航費用の低減

が飛躍的に進んできている．

この運航効率向上により，過去には事業が成立しなかった

ような需要の細い中規模（セカンダリー）都市を結ぶ長距離路

線の新規開発が進んでいる．ボーイングによると，787型機は

就航開始以来，2017年までに累計で378の新規路線に就航し

た5）とのことである．特に，ノルウェーの超格安航空会社ノル

ウェー・エアシャトルは，この787型機を主要機材として採用し，

大西洋横断路線を中心とした長距離路線を格安運賃で提供

するという事業モデルを展開している．これが顧客からの一定

の支持を得て，現在同社は欧州で第3の規模を誇る航空会社

にまで成長している．

運航効率の向上の効果は費用の低減に止まらない．より少

ない燃料で運航が可能となるということは航続距離の延長と

いう性能向上につながる．実際，787-9型機やエアバスのA350

型機では軒並み8,000海里（約15,000km）を超える航続距離

を有するバージョンが設定されている．また，A350-900ULR

型機は，これまでボーイング777-200LR型機が有していた

9,395海里（17,395km）6）を上回る9,700海里（17,900km）とい

う驚異的な航続距離を備える7）に至った．

最近，シンガポール航空のシンガポール―ニューアーク路線

（2018年末～）8）やカンタス航空のパース―ロンドン路線（2018

年3月～）9）の運航開始など超長距離路線直行便の運航が

相次いで発表された．これらの路線には787-9型機やA350-

900ULRといった燃費効率の高い，航続距離の非常に長い機

材が使用されており，これらの航空機の登場により，これまで

直行便の運航や事業性の確保が困難であった東南アジアか

ら北米，豪州から北米や欧州といった地域間の路線の開発が

進められている．

1.2  ナローボディ機

通常，通路が2本設置されているワイドボディ機と比較し，ナ

ローボディ機は機体が小さいことから，燃料消費量が少なく，

客室乗務員の数も少なくて済み，着陸料等の空港使用料も低

く抑えられる上に，機体自体も安価である．これらの理由から，

ナローボディ機は低いコストでの運航が実現可能であり，これ

までLCCの主力機材として広く採用されてきている．

LCCで広く機材として採用されているボーイング737型機や

エアバスA320型機などのナローボディ機も，787型機のような

ワイドボディ機と同様，機能を刷新した新型機が開発されてお

り，運航効率向上が図られ，航続距離延長が進んでいる．

ボーイング737型機は，737MAX型機の開発により航続距

離が前世代機の3,000海里（約5,500km）前後から3,500海里

（約6,500km）10）にまで延長された．エアバスA320型機は

A320ceoシリーズで3,300海里（約6,100km）程度11）であった

ものが，A320neoシリーズでは3,400海里（約6,300km）～

4,000海里（約7,400km）にまで延長された12）．A320ファミリー

で最大の機体であるA321neo型機では，航続距離を4,000海

里にまで伸ばした派生機A321LR型機の開発が進められてお

り，最近，旅客160人と同等の重量を載せた仏トゥールーズか

らインド洋のセイシェルまでの4,750海里（約8,800km）の試

験運航を成功させた13）．さらに，この航続距離を500海里

（900km強）増したA321XLR型機の開発も計画されるなど，

ナローボディ機の航続距離延長の流れは勢いを増してきて

いる．

これまで使用機材の航続距離の制約から，LCCの多くは長

距離路線を運航してこなかったが，航続距離を延長したナロー

ボディ機の登場に伴い，各社がこれを用いて新たな事業機会

を捉えようという動きを見せている．前述のノルウェー・エアシャ

トルが2017年から737MAX型機で英国やアイルランドの各都

市から米国東海岸を結ぶ路線の運航を開始した14）他，

A321LR型機の購入について検討している米国のLCCジェット

ブルーも同機による米国東海岸からのロンドン路線就航の可

能性について示唆する15）など，ナローボディ機の航続距離延

長の動きに伴い，大西洋路線を中心にLCC各社による中・長

距離路線への進出機運が高まってきている．

さらに主力ナローボディ機（737型機やA320型機）より小型

の100～150席クラスの航空機に関する開発も活発になってき

ている．ボーイング及びエアバスの商品群になかったこのクラ

スのジェット機は，需要が比較的小さな中小規模の都市とハブ

空港を結ぶ路線で使用されてきている．

これまで，このクラスのジェット機市場は，ブラジルのエンブ

ラエルとカナダのボンバルディアの2強状態が続いていたが，

中国の新興航空機製造会社Comacや日本の三菱航空機も新

型機を開発してこの市場への参入に乗り出し，競争が激しさを

増している．

このような状況の中，ボンバルディアは，開発に60億ドルを

費やし，破綻寸前にまで追い込まれていたCSeriesジェットの

開発プログラムの経営主導権をエアバス社に譲渡し，同社の

支援を受けてこの開発プログラムの立て直しを図ることを決定

した16）．この手続きは2018年7月1日に完了し，この航空機は

A220に改称され，エアバス社の商品ラインナップに加えられる

こととなった．

この航空機は，従来のこのクラスの航空機（エンブラエル

E190型機）より座席当たり燃料費で40%，燃料費以外の費用

で20%以上の低減が図られる17）とされている．A220-300型機
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は3,000海里を超える航続距離を実現しており，このクラスの

航空機では不可能であった米大陸横断路線の設定も可能と

なった．この航空機はこれらの性能を備えることにより受注を

増やし，その確定受注数は400機を超えるまでに至ってい

る18）．

この航空機の高い運航効率や長い航続距離により，ハブ空

港を介さない地方直行路線の開発が期待されると共に，従来

のナローボディ機より安価で初期投資が抑えられることもあ

り，新規航空会社が低いリスクで市場参入することが可能とな

ることから，新たな航空会社の誕生の促進も期待される．

1.3  中規模市場航空機（NMA）

前述してきたワイドボディ機の中で最小の787型機とナロー

ボディ機の中で最大のA321neo型機の間には規模のギャップ

がある．これを埋めるために開発が検討されているのが中規

模市場航空機（New Mid-Market Airplane; NMA）である．

ボーイングが開発を検討している797型機と仮称される通路

を2本有したこの航空機は，225席配置で5,000海里（約

9,300km），275席配置で4,500海里（約8,300km）という航

続距離になるものと想定されており，ボーイングは2025年の商

用運航開始という目標を堅持していると伝えられている19）．

この航空機の開発にあたってボーイングは60社に上る航空

会社に意見を聞いており20），バンクオブアメリカらが実施した

200を超える航空会社に対する調査によると，82%の航空会

社が関心を示している21）．特に，まだ仕様は固まっていないも

のの，デルタ航空のエド・バスティアンCEOは同社がこの航空

機のローンチカスタマーになる意思を表明している22）．

この航空機が実際に就航した場合には，現在需要がそれほ

ど大きくなく，一定の距離がある中規模都市間の路線の開発

に利用されることが考えられる．

2――超音速旅客機の開発

音速を超えるスピードで運航する商用旅客機は，2003年に

全機退役したコンコルド以来存在していない．コンコルドは，

運航・整備費用の高さや騒音の大きさ，比較的短い航続距離

（3,900海里）といった課題を抱える中，9.11テロ事件以降の航

空需要低迷を受けて営業飛行を終了した．

以来，超音速旅客機は民間商用航空から姿を消していた

が，近年，日本航空や英ヴァージン・アトランティックなどが後

押しするスタートアップ企業のブーム・テクノロジーやボーイン

グなどによる開発競争が熱を帯びてきている．

ブーム社が開発を検討している超音速旅客機は，55席配置

で，6万フィート上空をマッハ2.2（2,335km/h）で飛行するもの

とされている．無給油での航続距離は4,500海里とされてい

る．機体には炭素繊維複合材を使用し，アフターバーナーのな

い中バイパス比ターボファンエンジン3機を搭載するものとして

おり，既存の航空機技術を転用することにより，1座席1マイル

運航当たりの費用は，現行の航空機のビジネスクラスと同等

で，コンコルドの運航費用より現在価値に換算して75%低く抑

えられるとしている．同社は2018年末までに1/3サイズのモデ

ル機を用いた試験飛行を開始し，2020年以降にフルスケール

の機体で試験に入り，2023年以降の商用飛行を目指している．

ブーム社は，既にヴァージン・アトランティックからの10機をは

じめとして76機の注文を受けている23）．この航空機が実際に

運航されれば，ニューヨーク―ロンドン間が3時間15分，サンフ

ランシスコ―東京間が5時間半で飛行できるようになるとのこ

とである24）．

ボーイングは，ブーム社の開発を進めているものよりかなり

高い高度9万5千フィートを倍以上の速度マッハ5で飛行する旅

客機に関する研究を進めている．コンセプト機の発表のみで，

詳細はまだ明らかにされてはいないものの，鋭角のデルタ翼の

後縁に2枚の垂直尾翼が配され，中央部が前方からせり上

がった胴体の形状となっている．エンジンは，マッハ5でター

ビンが収容されてラムジェットに移行するターボラムジェットを

搭載し，離陸時や着陸時の騒音を低減するためにアフター

バーナーは採用しないとのことである．デモンストレーターの

開発が順調に進めば，最速で2023年もしくは2024年には試

験的に飛行が開始できるとのことで，2030年代後半には商用

飛行が可能となる可能性がある．

超音速機運航時にはソニックブーム（衝撃音）が発生するこ

とから，米国内での超音速機の運航は基本的に禁止されてい

る25）．このことから，商用民間超音速機実現に向けて，ソニッ

クブームを低減するための研究が米国航空宇宙局（NASA）主

導で行われている．NASAは航空宇宙業界大手のロッキード

マーティンと共に，衝撃波低減型デモ機X-59A QueSSTを用

いた実証試験を実施することを発表している．発表された研

出典：ブーム社，ボーイング社ウェブサイト

■図—2　 超音速旅客機コンセプト ブーム社（左），ボーイング社（右）
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究計画では，第1段階として2021年度中盤から飛行を開始し，

第2段階の音響学的検証を行った後に，2023年度前半から第

3段階として複数の実証試験を実施するとされている26）．この

実証実験の結果は，陸上での民間航空機の超音速飛行を可

能とする騒音レベルを基本とした規則制定のための情報とし

て米国及び世界中の規制当局に提供される27）．

これらの技術が確立し，必要な規則が整備され，運航の採

算性が現実的なレベルに到達すれば，より遠くの都市を短時

間で結ぶことが可能となり，新たな市場が生まれることは想像

に難くない．また，運航者側の視点として，大洋をまたぐ路線

における使用機材の使用率が，従前は1日1運航となっていた

ものが，往路・復路の2運航となり，より多くの収益を上げて資

産活用度の向上が可能となる．

導入により広がる可能性は非常に大きいものの，潜在的な

運航者と見られるネットワークキャリアの一部からは懐疑的な

意見も聞かれる．前出のデルタ航空バスティアンCEOは，ナ

ショナル・プレス・クラブにおけるインタビューの中で，「超音速

での高級旅行より，誰もが航空を利用できるようにすることの

方を支持する」と述べ28），現在進められている超音速機開発

の在り方に疑問を呈している．

また，環境負荷や燃料消費量の大きさを問題視する研究も

発表されている．環境関連のIPOである国際クリーン交通委員

会（ICCT）の研究によると，超音速航空機は現行のジェット機

と比較して1旅客当たり燃料消費量が5～7倍に達し，窒素酸

化物及びCO2排出量が国際民間航空機関（ICAO）の定める

環境基準をそれぞれ67%と38%超過しているとのことである29）．

この他にも民間商用運航を実現する上では，混雑を極めて

いる現在の航空管制空域にこの高速の航空機をいかにして組

み入れるか，拡張余地の残されていない多くの空港で受け入

れられるものにしなくてはならないなど，この航空機の運航を

受け入れるインフラに関する課題も残されている．

これらの課題を鑑み，今後の開発においては，市場のニーズ

と事業化の要件を十分に把握した上で，事業として成立する

適切な性能・構造のものとしていく必要があると考えられる．

3――全電動航空機・ハイブリッド航空機の開発

ここまで内燃機関を動力とした航空機の開発とその効率の

向上について見てきたが，内燃機関はCO2や窒素酸化物と

いった排出物の問題を抱えており，これを低減する手法として

乗用車と同様，航空機でも電動化の動きが見られるようになっ

てきている．また，電動機は出力の調整が迅速かつ容易に行

えること，内燃機関より構造が簡素で，部品数等が低減できる

といった利点もあり，今後開発が大きく進む可能性がある．

電動化に必要な要素としては，エネルギー源となる電力を蓄

える電池と電気を動力とした推進機構，これらの機構を効率

よく運転するための電子回路などが挙げられる．電気自動車

の開発の進展などに伴い，これらを航空機に搭載することが

現実的になってきている．

乗用車と同様，商用民間航空の分野においても全電動航

空機よりハイブリッド航空機の登場が先になりそうである．ス

タートアップ企業のZunum Aero社は，現在12人乗りのハイブ

リッドリージョナルジェット機を開発しており，2019年に試験

飛行を開始し，2022年初頭には商用運航を開始することを計

画している30）（図─3）．

この航空機は機体後部に500kWの永久磁石モータで駆動

する低圧ダクトファン2機を搭載し，これにより推力を得る．こ

のモータは，機体後部に設置されたガスタービン発電機及び

翼に格納された電池から供給される電力で回転する．離陸時

は電池から，巡航時には発電機から主に電力が供給されるこ

ととされている．この航空機の最高巡航速度は340マイル/h

（約550km/h），航続距離は700マイル（約1,130km）とする計

画で，発生する騒音は従来機より75%小さい65EPNdBに低減

される31）とのことである．

同社は，ボーイングやジェットブルーからの出資を受けてお

り，チャーター機運航及びカリフォルニア州とその近郊でプライ

ベートジェット機によるライドシェアリングサービスを展開する

ジェットスイートがローンチカスタマーとして最大100機を機材

として採用する計画を明らかにしている32）．

航空機製造大手エアバスも航空機の電動化に取り組んでい

る．エアバスはロールスロイスとシーメンスと提携し，ハイブリッ

ド電動商用航空機のデモ機開発に乗り出した．E-Fan Xと呼

ばれるデモ機は，BAe146型機の四つのガスタービンエンジン

の内，1機を2MWの電動モータに置き換えるというもので，地

上にて包括的な試験を行った後に2020年に飛行試験を実施

する見込みである（図─4）．

この計画では，エアバスが機体と全体システムを受け持ち，

出典：Zunum Aero社ウェブサイト

■図—3　 Zunum Aero社ハイブリッドリージョナルジェット構造

©Zunum�Aero
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ロールスロイスが発電機関連，シーメンスがモータと電力管理

システムを担当することとなっている．

このデモ機の運航により，高出力推進システムにおける課題

や電磁波問題などについて確認を行う．また，ハイブリッド技

術の成熟を図り，性能や安全性，信頼性を向上させると共に，

将来的な電動航空機の認証に係る要件確立を目指す33）との

ことである．

これらのハイブリッド航空機やその後に登場が期待される

全電動航空機が実現すれば，化石燃料に頼ることなく，環境

にやさしく，静かで効率的な航空機の実現が期待される．しか

し，これらの実現には，いかに駐機中に飛行に必要な電力エ

ネルギーを供給するかという課題もある．高速充電もしくは予

め充電しておいた電池への積み替えといった手法が考えられ

るが，空港のような地上インフラでは，これらの航空機の受入

れのために電力供給態勢の整備が求められる．ただこれは観

点を変えれば，新たな供給事業誕生の可能性を秘めていると

も言えよう．

4――新たな空の移動手段の開発

航空機の電動化の流れは，前述してきた従来の航空運送

事業用の航空機の他に，無人航空機システム（UAS）の進化と

いう形でも表れてきている．UASでは電動の推進器が用いら

れる例が多く，深層学習を用いて適切に姿勢を制御したり，障

害物を回避したり，GPSと地図情報を統合して自身で目的地ま

で移動するといった自律運転技術の開発が進んでいる．

UASは過去に存在しなかった新しい交通運輸形態であるこ

ともあり，規制が技術進歩の速度に追従できておらず，規則の

整備が十分とは言えない状態である．産業界は，小さな荷物

の運搬や上空からの撮影に限らず，UASに様々な可能性を見

出しており，これらを実現して産業の発展を確かなものとする

ためには，技術の発展のみならずUASに関する体系的な規制・

規則の制定が不可欠であり，喫緊の課題となっている．

このような状況を受け，UASの可能性や規制の在り方につい

て検証を進めるために，米国運輸省（DOT）は3年間のUAS

統合パイロットプログラム（UIPP）を開始した．このプログラム

では，UASを統合する中で地域と国としての利害の均衡を図

り，既存空域システムに安全にUASを組み入れるための情報

を得ることを目指している34）．

有人，無人にかかわらず，航空機の安全航行の実現に欠か

せないのは，適切な管制システムである．UIPPやその他の民

間主導のUASパイロットプログラムでも航空管制に関して研究

するとされているが，NASAはUASを含めた航空機の管制シス

テム（UTM）に関する研究を最も精力的に進めている機関の

一つである．NASAは，UASを含む航空機の都市部における

運航（Urban Air Mobility, UAM）について，産業界や学界，

規制当局と連携し，実現に向けた安全上，運航上の課題を抽

出し，解決策を模索するとしている35）．

NASAのUAM研究の中でひときわ注目を集めているのは，

ライドシェアリングサービスを展開するスタートアップ企業の

ウーバーとの共同プロジェクトである．ウーバーは，電動垂直

離着陸機（eVTOL）を用いた新たな空飛ぶタクシーサービス

「ウーバー・エア」のデモ飛行を2020年に開始し，2023年には

ダラスとロサンゼルス，そして米国外のもう1都市で商業運航を

開始することを計画している36）．2018年5月にNASAとウーバー

の間で結ばれた第2回航空宇宙契約では，ウーバーの「エレ

ベート」構想を共有して，ダラス・フォートワース空港の空域を

出典：エアバス社ウェブサイト

■図—4　 E-Fan Xにおける各社の分担

出典：ウーバー・エレベート2018

■図—5　 eVTOL共通参考モデルeCRM-001（上），ハンフリーズ&
パートナーズによるスカイポートコンセプト（下）

©Airbus�S.A.S.�2018
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飛行するケースについてシミュレーションを行い，混雑空域で

新たな航空機システムを取り込む際の安全上の課題を特定す

る37）としている．ウーバーは，この構想実現に向けて複数の

eVTOLメーカーやバッテリーパック供給事業者，急速充電事

業者等と必要となる技術の開発を進めている38）．併せて，複数

の建築設計事務所から使用される航空機の離発着施設「ス

カイポート」に関するコンセプトを募集し，必要なインフラ整備

に関する検討も進めている39）．

これらの新たな航空機に関する技術の発展により，より迅

速に自由に目的地に到達することが可能になると見込まれる．

一時的に既存の交通機関や運輸システムの利用が低下する可

能性はあるものの，これまで存在しなかった交通モードの誕生

により，アクセシビリティや接続性，利便性が向上し，他のモー

ドと組み合わせた新たな移動の形が現れたり，需要が喚起さ

れ，新たな産業が創出されることなどが期待される．

5――まとめ

ここまで議論してきたとおり，近年，航空機技術は大きく発

展を遂げてきた．まずは既存の産業が求める性能面での改良

が図られ，運航費用の低減や航続距離の延長という形で運航

者に便益がもたらされた．そして，その結果として，航空企業に

とって路線設定の幅が広がり，過去に成立しなかった長距離

格安事業モデルも登場し，新しい需要の発掘という成功につ

ながってきている．

既存の航空機の性能向上という方向での技術の発展に続

いて，運航速度を飛躍的に向上した航空機の実現に関する見

通しが立ってきている．民間商用航空での超音速飛行実現に

立ちはだかっていた運航費用や環境への影響といった課題を

克服する技術開発が進み，今後数年で現行の2倍以上の速度

での運航が実現する可能性がある．これが実現すれば，航空

の最大の利点である速達性が高まり，移動手段としての価値

が大きく向上する．換言すると，超音速機は新たな需要を開拓

し，新規に市場を創出する大きな潜在力を秘めていると言

える．

また，高速化と同時に推進力動力源の電化も進んできてお

り，電気と化石燃料のハイブリッド小型航空機が実現の一歩

手前にまで迫ってきている．この開発が進むことにより，航空

機の推力エネルギー源の多様化と環境負荷低減が図られる

のに加え，推進器を中心に構造が簡素化され，航空機製造事

業への参入障壁が下がるという効果が見込まれる．その結果

として，新規参入が増えて競争が促進され，機体価格の低減

が実現し，路線網の拡充による選択肢の増加や安価な航空

券価格という形で消費者に還元されることが期待される．

そして，動力の電化や人工知能を用いた制御技術の向上等

の産物として，都市上空を小型の航空機で飛行するという新

たな交通形態の誕生が現実味を帯びてきた．これは，道路や

空港のような大規模インフラを整備することなく，自由に短時

間で目的地に到達することを可能にするモビリティであり，航

空のみならず，従来の交通の概念を大きく変えるほどのインパ

クトを持っていると考えられる．例えば，山岳地のように交通

網が整備されておらず，整備しても採算の見込みの立たない地

域へのアクセスを比較的安価で実現することができる．また，

渋滞が多発するなど，需要がインフラ処理容量を超えている

地域内の移動を円滑化することにも資すると見られる．さらに，

従来の交通モード間をつなぐコネクタとして機能することも期

待される．

このように航空機技術は近年，効率面や航続距離のような

性能面で改善が図られ，事業運営上の自由度を航空企業にも

たらし，顧客の選択肢を増やすことに貢献してきた．これに続

く次に想定される技術の進展は，圧倒的なスピードでの移動

や，場所を問わない自由なアクセスを実現することとなり，運航

者である航空企業とそのサービスを利用する消費者にこれま

での常識を大きく上回る価値をもたらすものとなる．

技術は我々の想像を超えた速度で進展しており，これに合

わせて新たな事業が次 と々生まれてきている．これらは必ずし

も全てが成功に結び付いているわけでもなく，時には後退す

ることもあり得るが，交通政策や規制の在り方，民間企業の事

業の方向性といった社会の動向に深く関わってくることに疑い

を挟む余地はない．このことから今後も，これらの技術の進展

とこれに伴う社会の動向の変化に注目していきたい．
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